
筑波大学体育科学系紀要 Bull．Inst．Health＆SportSci．，Univ．ofT如kuba30：85q95，2007．  85  

トップアスリートのセカンドキャリア構築に関する検討  

（第2報）  

海外先行事例調査を中心に   

吉田幸司※・河野一郎・青田 章・常 幸一  

相馬浩隆※・三宅 守※・片上千恵※・佐伯年詩雄※※  

AstudyofSecondCareerEstablishmentn）rtOPathletes（No．2）  

ThecasesofCanada，Australia，GermanyandFrance   

YOSHIl）AKoji，KONOIchiro，YOSHIDAAkira，KIKUKoichi  

SOMAHirotaka，MIYAKEMamoru，KATAXAMIChie，SAEKITbshio  

Abstract  

ThepurposeofthisstudyistoarrangetheproblemaboutsecondcareerfbrJapanesetopathletes  

andtosearchfbrthesolutionaboutthisproblem・Thispaperisacasestudyofsomecountries．  

WeindicatecareersupportcasesofCanada，Australia，GermanyandFrance・Weargue”Lifb  

SerViceprogram”byCanadianSportCentreOntarioand”postolympicExcellenceSeries”by  
CanadianOlympicCommittee・Inthenextphase，WeeXPlainfhmousAustraliaprogram，“Athlete  

II Career＆EducationProgram・IncaseofGermany，WeShownetworkof“DeutscherSport  

Bund”，“StiftungDeutscheSporthilft’’and“01ympiasttitzpunkt”・Finally，Weintroduce  

COnCePtOf“doublecareersupport”throughcaseofFrance．  

Thecasesexplainthatshouldbeintendedfbractiveathletestocompetitivesport・Sowedon’  
tobservethat“Problem”ofsecondcareerisaboutjusta句ustmentdiぽicultieswithincareer  
transitionfbrretiredathletes．  

Weconsiderthat“Problem’’ofsecondcareeristhestruCturalproblemofsportlngCircles・Then  
Wetakenoticeofsystemandthecontextofsomecareersupportcasesfbractiveathletes．Andwe  

examinethathoweachcountryisevaluatlngthesportcareeroftopathletes・  
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はじめに一研究の目的－  て現実を把捉し、対策を検討する必要性が生じて   

本研究の第1報において吉田らが指摘したよう  きたことは、わが国において競技力向上という成  

に、トップアスリートのセカンドキャリアについ  果の反面、大きく顕在化してきた課題である7）。  
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のセカンドキャリア支援の仕組みを作っていくこ  

とを目的としている。そうした研究の一部として  

本稿は、基盤研究として先行事例の蓄積のために  

行われたカナダ、オーストラリア、ドイツ、フ  

ランスにおけるトップアスリート軸のセカンド  

キャリア支授調査を元に、各国のセカンドキャリ  

ア支援の現状と課題を事例的に報告することを目  

的とする。   

トップアスリートのセカンドキャリア支援を述  

べるときに、引退したアスリートを対象に支援を  

行うことと、現役のアスリートを対象に引退後の  

人生に備えた支援を行うこととではかなりの相違  

があるが、上述した通り、わが国の場合 、一般的  

に思い浮かべられるのは前者である。しかし、本  

稿で取り上げる各国では、どの国でも現役のアス  

リートに対して引退に備えた支援を行っている。  

以下、本稿ではまず各国のセカンドキャリア支授  

の事例を報告する。そして、アスリートが競技生  

活の段階から、いかに自身のスポーツのキャリア  

をセカンドキャリアにつなげていくかが重要であ  

り、そのための現役アスリートへの支援こそが、  

セカンドキャリアをめぐる問題を解決するための  

第一歩となることを指摘する。そして、各国で行  

われているセカンドキャリア支援事例とその背景  

に焦点を当て、各国がトップアスリートのスポー  

ツキャリアをどのように活かそうとしているのか  

について、考察する。  

研究の対象と方法   

本研究ではカナダ、オーストラリア、ドイツ、  

フランスの4カ国を対象として、海外調査を行っ  

た。調査方法として、インフォーマント1人あ  

たり約1時間から1時間半程度のセミ・ストラク  

チャー・インタビューを採用した。これは、質問  

項目を定めてそれに沿って厳密にインタビューを  

進めていくよりも、質問項目の通りに進まなくて  

もインフォーマントとの応答をフレキシブルに進  

めていく方が、セカンドキャリア支授の実態やそ  

の背景を探る本調査には適すると思われることに  

よる。   

本稿はこのインタビュー調査の結果に基づき事  

例1－4を報告し、そこから示唆される本研究の  

課題について考察をおこなうものとする。なお、  

事例報告におけるインフォーマント及び調査日程  

等については表1を参照していただきたい。   

例えばそれは、メディアがアスリートのセカンド  

キャリアについて語るとき、引退したアスリート  

が現役時代に競技力向上のためにスポーツに専心  

したがゆえに、競技活動が中心とならない引退後  

の生活への適応に困難が生じてしまう、という紋  

切型の社会問題とLて取り上げるところにみられ  

る。アスリートのセカンドキャリアをめぐる問題  

は、主に心理学の領域で引退したアスリートの  

キャリアトランジションに伴う適応の困難につい  

ての様々な諸問題として捉えられてきた4・5）。こ  

れらの研究成果とともに、近年、競技生活を終え  

たアスリート個人に対して心理学的なアプローチ  

に基づいたキャリア・カウンセリングや職業斡旋  

といったセカンドキャリア形成のための支援が盛  

んに行われるようになってきた。しかし、そうし  

た支援を行うことでこの間題は根本的な解決の方  

向へ歩みを進めているのだろうか。   

Blindeらは1980年代の北米におけるスポーツ  

引退研究を概観するなかで「これまでの引退研究  

はもっばらスポーツ界を去るアスリートの社会心  

理学的側面に焦点を当てており、アスリートとス  

ポーツのシステム・構造との間には関係があると  

いう事実から注意をそらしている」1）と述べてい  

る。Blindeらのこの指摘は、アスリートのセカン  

ドキャリアをめぐるわが国の状況にも充分な示唆  

を与えるものといえそうである。つまり、それは  

適応の困錐の要因を心理学的なアプローチから探  

るばかりではなく、そうした要因を社会構造、特  

にスポーツ界に独自な構造との関係で探るべきで  

はないか、という指摘である注l）。確かに、この  

問題を解決するためには、アスリート個人へのカ  

ウンセリングなどの対症療法だけでなく、そのよ  

うな適応の困難を生み出すスポーツ界の構造分析  

が同時に必要であるように思われる注ユ）。   

そこで本研究は、まずセカンドキャリアの問題  

を扱うこれまでの研究が、「アスリートが現役時  

代に専心してきたスポーツキャリア」を適応の困  

難の要因として捉えてきたことに射し、それを社  

会・文化的な価値を持つ資源として骨定的に捉え  

返すという立場に立つ。そして、セカンドキャリ  

アの問題を単にアスリートの引退後の生活への適  

応の困難の問題として捉えるのではなく、スポー  

ツ界の構造的問題として捉えることを見据えなが  

ら、スポーツキャリアの汎用性を高め、それが社  

会文化的な価値形成へつながるようなアスリート  
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表1 インフォーマントの概要  

調査チーム・ベースメンバ岬（平成17年度）  Jen   er！．ufr   元五輪滑艇放伐者・銀行軋エリア・マネジャー   

調査リーダー  佐伯牛津雄   人間総合稗学研究科教授  f専れ払   元  五輪野球胱授乳メジャーリーガー・不軌鹿華   

調恋メンバー  菊賽叫   人間緯食料学研究科助教授  MⅣinqM8Ⅰ詔Ikk    元五輪漕艇統接着・NSW州環境悍碓庁艮   

調査絡佐用  青田幸司   ビジネス科学筍支頒篭城肘掛左脳   ドイツ調査】8¢‘申ヱ月加日～3月5日   

カナダ調査ヱ005年8月14日～8月ヱエロ  学級耗扱者  Dr．G印喝And亡持    国立スポーツ研究所所艮   

単独経験者  PelerDonnel】y  トロント大学スポーツ政策研死センター畏   ジャーナリスト  11皿5pelerDelmモr    フリー・ジャーナリスト   

ジャーナリスト  Randヽ・S18rk打l餌l  トロントスター紙新開記者   鴇技団体等  Dr・S代nI如u爪印en    Sliftun8DeリーsぐtleSportll批   

幾技用件等  JudYGoss   オンクリオ州国立スポーツセンター  JessicalもeぢS  ドイツスポーツ連盟  

∧ndy捕捉ins   国王エコーチンダ研究所所産  AmulrR翫ker    0けml血5柑叩UnktFr淵k触牲mM血   

アスリート  Jく！nnifもr駄Itt（）n  元五輪水泳性根者・トロント大学件蘭学都体育局局員  Mich8elSd18げ    0  phs一別zpunklK創hB即ⅦL¢V即ku鍾Il  

BnlCeKidd   元五輪陸上挽技者・トロント大学体育学都揖  H（I柑ISd11nt亡r    0  pi舶肋叩IlllktKホh伽nnL即erku肝n  

ManlieM（：Bean  元五輪漕艇愈メダリストnt∫mPicSpiritDirectnr  1Ⅵom王鵜Friedho汀    0  pi貼l削ZpUnk【We＄tfbl仁一l  

CurlトIamdt   元五輪自鞍部銀メダリスト・イベントコンサルティング嚢  Gab）・Bu鳥m肌n       …           ・ i  

KrislineDr王Ikicll  元かプーダ代襲′くレーポール概技甘小ロント大学コーチ  アスリート  Volk亡e（imb（I帆・    元五輪漕艇金メダリストドルトムント大学研究夙  

Sl（：Vel血wkll   元プロフットポーラー小口ント大学コーチ  AmdSchnlitt  元五輪フェンシング金メダリスト歯科医  

DeniseBenlli叩Lee  元五輪フィギュアスケート蛾技者イベントマネジメント業  Me玩トHeれket  元五輪起り漏跳び金メダリスト主婦   

オーストラリア開査 2005年11月ユ7日～lコ月7日  i亡nKel】er  元五輪水泳銅メダリスト・銀行閏   

学級経験者  Jl）hrlW以柑r   オーストラリアスポーツ研究所   フランス礪査 ユ   月5日～3月lユ日  

Bema血tleSier8kolⅥ心  ビクトリア州スポーツ研究所   学級経教育  G血rdFou耶鳳    ノ  5大学教授  

Rosem好け1一冊nやr  NSW州スポーツ研兜所   ジャ…ナリスト  正  甲慨沌血rch拙d   スポーツジ1・－ナリスト協会名僧会長   

放技川路牒  StビVeAlessio   Austn山餌Ihll）tb礼ItLe喝ue（AfJい選手会   憤技団体等    r代Guiclln河   フランスオルビック痴払会  

Lei帥Russe11   AFl一選手会  PaldchCosmnli爪i    骨少年スポーツ・アソシエーション省  

l・i紬Mi11ing   AFL選手会  R（）bぢ托D11reVille    宵少年スポーツ・アソシュ岬ション省  

ChrisN孔bll   ÅlJLSportsR用dyl．imiled  Ma由一おdin仕  曹少年スポーツ・アソシエーション省  

Micbacl臥血Iner  N浦川81Ru由yLeれ即e（NRい  Fr8nCOiseVく：持eh止e陀    削SEPジャ…サリ封・学校教授  

Mfllhel＼－rmnCis  NRL  ●    ≡    INS即闘際関係抵当畢托者  

（†化蝉柁ntnall  NRI。MelboumeSIOme  E血Sr亡Cki  フランスフェンシング連盟  

SueCrawll）rd   Austr礼＝椚Ru色bさ一u血lりARU）ACTRmmbies  Pれu血IeFt）lliuet    フ  ス柔道連盟  

Jennj托r【）飢l・aJ  ARUNSWW8∫8一雨IS  伽噛血D町di即    フランス泰道連盟  

111inEⅥmS   シドニー大学  TモmllleDr町鮎    フランス柔道連盟  

Scott王iowcn   人材派濾会祉Ilud50n   アスリート  八州溝・S叩hieMo几diere    現役柔道拙技脊   

アスリート  Ki帽tieMflrSha】l  元スキー簸技瀞・ビクトリア州疏余社民  Ka蕗IeR抑baull    元葵退競技計時智者スポーツの体育教師  

Lebecca（川血Ⅷ明  元飛び込み純接着1シドニー大学修士脱税在籍  FIori且nRouss蝕u    元五輪自臆唯金メダリスト自転柾避氾コーチ  

Cllri3IJyd】er   元瓦愉水泳金メダリストり1瀾係ビジネス薬  

調査内容   

各国におけるセカンドキャリア支援システムの  

現状を探る。  

1）競技者支授システムについて。各国の支援シ   

ステムの現状と課題、および各国の支援の背   

景にあるコンテクストを調査する。  

2）アスリートのライフコースについて。アスリー   

トがどれだけスポーツに専心したか、またス   

ポーツキャリアと学業・就業との関係を調査   

する。  

3）スポーツキャリアを清かす社会的需要・供給   

関係について。アスリートのスポーツキャリ   

アと引退後のセカンドキャリアの関係性、各   

国におけるスポーツキャリアの評価、及びそ   

の評価に基づいたスポーツキャリアの社会的   

需要・供給関係について調査する。  

事例報告  

事例1－カナダー  

トロント大学のスポーツ社会学者、Donnelly教  

授は、カナダではアスリートのセカンドキャリア  

を社会問題とするパブリシティがないと述べる。  

アスリートは現役中、政府やスポーツ企業からサ  

ポートを受け、中産階級出身のアスリートであれ  

ば家族からもサポートを受けている。また、オリ  

ンピック選手ヤプロスボーッ選手は、多くのカナ  

ダ人にとって「夢を実現している特殊な人々」であ  

り、社会的に成功した存在である。であるなら、  

引退した後の人生がどうなろうと社会的にそこま  

での賓任を取る必要はない、つまり現役中に色々  

な支援を受けて成功した人々に引退後にさらなる  

支援を行う必要はない、と多くのカナダ人は考え  

ているのである。こうした状況ではあるが、カナ  

ダではセカンドキャリア支援が行われていないわ  

けではない。以下では、オンタリオ州における   
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ツセンターとは別に、独自に01ympicExcellence  

Series（以下、OESと記す）というプログラムを展  

開している。OESではオリンピックでメダリスト  

になる可能性のある選手と、過去に成功したオリ  

ンピックのメダリストを一緒に集め、過去のメダ  

リストを運営委員（SteeringCommittee）として迎え  

ている。すでに成功したメダリストは、これから  

のメダリスト候補がベストを尽くせるように奮い  

立たせること、カナダ代表の精神を築き上げるこ  

と、アスリートが表彰台に到達するためのスキル  

や戦略を捷倣することを目的として活動する。そ  

してオリンピックが終わると今度はPost－OESプ  

ログラムが展開される。PosトOESでは、オリン  

ピックに参加した選手（オリンピアン）とトランジ  

ションの話を提供できる引退した過去のオリンピ  

アンを一緒に集め、その引退したオリンピアンを  

運営委員として迎えている。そこでは、競技種目  

も人生もキャリアも様々なステージにあるオリン  

ピアンに向けて、キャリア形成、履歴書の啓き方、  

教育の計画、パブリックスピーキングなどの部会  

が持たれ、引退したオリンピアンの話に耳を傾け、  

オリンピアンがそこからトランジションについて  

学ぶ機会が作られる。カウンセラーなどの専門家  

ではなく、引退を経験したオリンピアンから、や  

がて自身が経験するであろうことについて話を聞  

くことに、オリンピアンも興味を持つようである。  

また、カナダオリンピック委員会では幅広い職  

域から先達を招くようにしているため、PosトOES  

ではもしオリンピアンが興味を持つ領域の元オリ  

ンピアンがいた場合に、そこで接点を作る機会と  

もなっているのである。  

事例2 －オーストラリアー   

オーストラリアはアスリート向けセカンドキャ  

リア支援のモデルケースとして、一郎の国で高  

く評価されている。例えば、オーストラリアス  

ポーツ研究所（AIS）のAthleteCareer＆Education  

Program（ACE－Program）はニュージーランドとラ  

イセンス契約を行い、同様のプログラムを提供し  

ており、またイギリスはその一部を購入し、イギ  

リスの事情に合わせた独自のプログラム形成に役  

立てている。以下では、このACE－Programについ  

てそのコンセプトを中心に概観していく。  

1981年、キャンベラ郊外にAISは設立された。  

設立の当時、フルタイムで練習を行っていたアス   

セカンドキャリア支援を統括するCanadianSport  

CentreOntari0と、カナダオリンピック委員会の  

取組みを事例に、その支援内容について概観して  

いく。   

カナダオリンピック委員会では、1984年のオ  

リンピック以降、引退したアスリートやオリン  

ピックを終えたアスリートヘはあまり関心を持た  

ず、新しい選手の発掘・育成にばかり力を注い  

でいた。1985年にCanadiam01ymPicAth1eteCareer  

Centreを設立し、引退したアスリートへの支援と  

して、ライフサービスプログラムを始めた。当初、  

引退したアスリートを対象として扱っていたが、  

その業務のなかで現役アスリートへの教育を行う  

必要性を認識し、現在では現役のアスリートを主  

な対象として、個人カウンセリング、キャリア発  

達支授、学業支援、トランジションカウンセリン  

グ、ハラスメントカウンセリング、ワークショッ  

プといった支援を行っている。こうした現役アス  

リートを対象とした支援は1999年からはじまっ  

た。目的はアスリートの職業斡旋ではなく、全体  

的な方法で（inaholisticmanner）アスリートの人生  

の質を高めることである。このライフサービスプ  

ログラムはカナダオリンピック委員会の手を離  

れ、現在では国内8地域にある国立スポーツセン  

ターへと移管している。オンタリオ州のCanadian  

SportCentreOntari0（CSCO）はその一つであり、政  

府機関SportsCanadaとオンタリオ州からの資金  

によって、年間6万力ナダドルの予算で運営され  

ている。このセンターの支援プログラムはナショ  

ナルチームのメンバーのみが対象となっており、  

いずれも無料でサービスを受けられるが、その回  

数は競技成績によって定められている。   

このサービスについてDonne11y教授は「国立ス  

ポーツセンターはカウンセリングの必要性を指摘  

するが、そのことでセカンドキャリアの問題がす  

でに解決済みの問題とみなされてしまう」と述べ、  

現実にはセンターの行うことだけでは問題の解決  

に効果をもたらすとは言い難いと指摘している。  

また、カウンセラーの扱うカウンセリング内容が  

スポーツキャスター、スポーツマーケテイング、  

スポーツプロモーションなどの、スポーツに限定  

された道筋を想定したものでしかなく、それがカ  

ウンセラーとアスリート双方の考えを限定するも  

のとなっていると指摘している。   

一方、カナダオリンピック委員会は国立スポー  
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リートは数少なく、同時に仕事を抱えていた選手  

が多かった。そこで選手寮を作り、フルタイム  

で練習ができる環境を整えることにした。AISの  

JohnWaser氏は「それは当時では革新的なことで  

あったが、一方では危険なことであった」と述べ  

る。なぜならアスリートをオーストラリア中から  

一箇所に集め、選手寮で生活させながら練習を行  

う、そのこと自体がアスリートやコーチだけでな  

く、近隣コミュニティからどのように受け止めら  

れるかが不明であり、そのことで起こりうる事態  

を想定できなかったからである。しかし、そうし  

た事情があったがゆえにAISはアスリートの競技  

力向上だけでなく、人間として全的に（holistic）教  

育していく必要性と賓任を見出していく（図1参  

照）。「ベストパーソンがベストパフォーマンスを  

生む」（Waser氏）というように、オーストラリア  

において、良いパフォーマンスをみせるアスリー  

トは競技だけに専念せずに競技生晴外でも優れて  

おり、全体のバランスが取れた選手であるという  

価値観が形成されたことには、このような背景  

があると思われる。こうしてAISでは1995年に、  

ビクトリア州スポーツ研究所で1990年より実施  

されていた、教育（education）の発想を重視した  

ACE－Programの実施を始めた。   

ACE－Programは大きく4つに分けられる。  

1）E血cationalProgramは学業と競技を両立させる  

のが目的である。スタッフ自ら学校へ出向き、遠  

征中にテストを受けられるようにするなど、学  

業を疎かにしないように、フレキシブルな対応  

を行う。2）CareerDevelopmentは、引退後に何を  

したいのかを見つけられるよう指導をするもの  

である。そのアスリートの価値、スキル、強み、  

才能等を探るプログラムである。3）Pro飴ssional  

Developmentは、コンピューター、会計ソフトな  

ど、職業的なスキルを身につけさせるプログラム  

である。4）TransitionProgramは、アスl）－トがス  

図1スポーツ研究所のアスリート育成理念図（ビクトリア州スポーツ研究所資料より）   
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SportBund）、オリンピア拠点（01ympiasttitzpunkt）、  

スポーツヒルフェ（StiftungDeutscheSporthilft）と  

いう3つの組織の連携によってアスリートのセカ  

ンドキャリア支授を行っている。これらはドイツ  

スポーツ連盟が戦略を練り他機関との交渉・連携  

を行い、その戦略をもとにスポーツヒルフェの財  

政支援を受けて、オリンピア拠点で具体的な施策  

として実行される、という関係にある。以下では、  

各組織の担う役割について詳しくみていく。   

ドイツスポーツ連盟（DSB）では、アスリートの  

キャリア支接を次の3つの方針で展開している。  

1）大学生におけるサポートあるいは大学卒築後の  

サポート（教育分野）、2）軍・連邦啓察に所属しな  

がらスポーツをする人のサポート（軍務分野）、3）  

企業の研修生に対するサポート（経済界）である。  

DSBの娩技スポーツ担当者であるJessicaThees氏  

は企業の研修生に対するサポートはこれからの課  

題であると述べており、実際には1）と2）が現在  

の支授の中心となっている。，   

こうした方針のもとで、オリンピア拠点（OSP）  

で実際の支接が行われているのだが、そのOSP  

に財政支援を行っているのがスポーツヒルフェ  

（SDS）である。SDSは1967年に、アスリート個人  

に対する財政的な支授を目的に設立された民間団  

体である。スポーツ大会の主催、政財界やメディ  

アからの寄付金、スポーツ切手と姉妹企業である  

スポーツマーケテイング会社での収益の山部、ス  

ポーツくじなどを財源とし、国内20箇所のOSP  

に対L予算を組んでアスリートの競技生活と同時  

に学生生活及び職業生活を支援している。予算配  

分額は、アスリートの競技成碑に応じて変わり、  

国内外でのトレーニングのための資金提供、国内  

外での大会参加のための資金提供、学生や職業訓  

練を受けている研修生のための資金提供、職業人  

のスポーツ活動による休職中の給与の一部負担な  

どの目的に使用される。   

オリンピア拠点（OSP）は1984年ロサンゼルス五  

輪の結果を受けて87年に設立された。束ドイツ  

と比べオリンピックの成績が悪かったことが契機  

となり、東ドイツをモデルとしたアスリート支援  

施策が展開されたのである。具体的なアスリート  

支授の内容として、1）トレーニングの支援、2）傷  

害予防、リハビリテーションを含むスポーツ医学  

的支援、そして3）キャリアコンサルティングが  

ある。1988年から開始されたキャリアコンサル   

ボーッ研究所の所属を離れるときのプログラムで  

ある。アドバイザーが、所属を離れた彼のアスリー  

トの支援ネットワーク作りを手助けするものであ  

る。   

ACE－Programのコンセプトは、現役アスリート  

とコーチに対し、アスリートが競技生括を行いな  

がら勉強や仕事など他の活動を行うことや、そ  

れらに目を向けることの重要性を教える点にあ  

る。ニューサウスウェルズ州スポーツ研究所の  

RosemaryTowner氏は「アス1）－トは『本当』の人生  

がどのようなものかはわからない、特にアスリー  

トが成功していればいるほどそれを具体化できな  

いものだ。日常生活において何に注意を払い、何  

にお金を使えば良いのかもわからず、あまり日常  

生活において物事を考えなくてもよい環境で現役  

生活を送っている」と述べる。そうしたアスリー  

トに射しACE－Programは、引退後にフルタイムの  

職に就けるようにと、殻技生活と日常生活のバラ  

ンスが取れた現役生活を送ることをアスリートと  

1対1で接しながら奨励している。   

このACETProgramをアス1）－トの育成段階に  

組み入れることはAISにとってもチャレンジで  

あった。引退後の人生を視野に入れるという課題  

とトップアスリートを育成するという課題を統合  

することは、とても困難な作業である。特に、コー  

チにその重要性を説くことはとても時間がかか  

る。コーチはもしアスリートがACE－Programに時  

間をかけることで競技成績が落ちたとしたら、非  

協力的な態度を取るだろうことほ容易に想像でき  

る。上述のTbwner氏は次のように述べる。「勝つ  

ことで全ての問題を解決できるかのような単純さ  

を持ったコーチたちは、勝つことが時には恐ろし  

いことでもあることに気付いていない」と。   

そうした課題はあるもののWaser氏はACE＿  

Programを通じてアスリートが競技生活の中で競  

技力を向上しながら将来に備えることは可能であ  

ると断言する。AISは様々なアセスメントを行い  

ながら「質の高いアスリートは近隣コミュニティ  

に対しても様々な貢献ができるものであり、ス  

ポーツ自体の価値を高める役割を果たすものでも  

ある」という信念を育て、それに従って活動して  

いると述べる。  

事例3 －ドイツー   

ドイツでは、ドイツスポーツ連盟（Deutscher  
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ティングだが、当時はコーチに対する支援が主で  

あった。コーチはアスリートの競技生晴の始まり  

から終わりまで付き添うため、それはコーチ業に  

専念してもらうための支援であった。   

キヤT）アコンサルタント（Laufbahnberater）によ  

るアスリートのセカンドキャリア支援は、まず競  

技団体から送られてきた選手リストをもとに、ア  

スリート宛にOSf・に関する案内状を送付すると  

ころから始まる。そこで返事のあったアスリート  

に対し、「キャリアシート」を用いてコンサルタン  

ティングを行う。キャリアシートに氏名、生年月  

日等の個人情報から自身の競技の情報、学校、職  

場の情報、現在抱えている課題、年間のスポーツ  

キャリアと職業キャリア、より長期的なキャリア  

プランなどについて書き出し、問題点や目標設定  

をキャリアコンサルタントとアスリートとの間で  

検討していくのである。キャリアシートに昏かれ  

たデータは、競技団体やコーチ、DSB等と共有  

される。OSPのMichaelScharf氏は「国際競技でメ  

ダルを取れる条件は、スポーツのトレーニング環  

境が整っていることと、職業のトレーニングが同  

時にそこに組み込まれていることである」と述べ、  

そういう道を取るためにキャリアコンサルタント  

と話をすることの必要性を指摘する。そしてキャ  

リアコンサルタントは、アスリートと関わるだけ  

でなく、学校、大学関係者、企業担当者、さらに  

軍や連邦嘗察、派遣会社のエージェントなどと  

ネットワークを作り、課題解決の道を探っていく  

のである。   

例えば大学について言えば、ドイツには「パー  

トナー大学別度」があり、競技者は試験などで特  

別措置をとってもらえるような配慮をしてもらう  

など、スポーツと勉強の両立を可能にするための  

支援が行われている。OSPのArnulfR萬Cker氏によ  

れば、学生アスリートのほとんどはパートナー大  

学に所属しており、卒業することに多少時間を要  

することもあるが、勉強への意識の高いアスリー  

トが多く、非アスリートの学生と比べても普通に  

卒業しているそうである。現にアスリートと非ア  

スリートとでは、アスリートの方がアビトゥア（大  

学人学資格）取得率が高い。「アスリートは目標に  

向かう意識や自意識が強く、信念もあるとされる  

が、学業には学校、コーチ、アスリートの連携が  

必要であり、そこへの支援が不可欠だ」とR翫ker  

氏は述べる。現在では120程度のパートナー大学  

が存在している。   

また軍について言えば、ジャーナリストの  

HanspeterDetmer氏が、連邦軍をドイツのアマチュ  

ア・スポーツの最大のスポンサーと呼ぶように、  

冬季種目を中心に軍属アスリートの活躍が著し  

い。国境警備隊には75人、ドイツ連邦軍には700  

人のアスリート粋があり、そのうち190人が冬季  

種目を行っている。05年のトリノ冬季五輪参加  

アスリート160人中、73人が軍属であり、この大  

会でドイツが獲得したメダルのうち、80％が彼ら  

の暗躍による。ドイツ国立スポーツ研究所所長  

のGeorgAnders氏は、このような傾向が始まった  

のは1972年のミュンヘン五輪の頃からであると  

述べる。当時、束ドイツで軍属アスリートが活躍  

しており、西ドイツでもそれに対抗して軍にアス  

リート枠を作るようになったのだという。アス  

リート枠で軍に所属できるのは、引退後も含めた  

12年間であり、その間は種目毎のトレーニング  

拠点となるOSPに近い勤務地に赴任することが  

できる。そこで競技生活と平行して、または引退  

後でも職業訓練のコースを受けられる。そして資  

格を取得して、除隊後にそれを活かした職に就く  

のである。このアスリート枠に入るためには、オ  

リンピック強化指定選手であることが条件とな  

る。   

上述のR批ker氏は、このようなシステムを作  

る重要な要素として教育機関・産業界・経済界の  

ネットワークを指摘しながら、すでにそのネット  

ワークも完成しており、アスリートに十分な情報  

捷供していくことが可能であると述べ、ドイツで  

はセカンドキャリアの問題はそれほど深刻ではな  

いと自信をみせている。  

事例4 －フランスー   

フランスにおけるセカンドキャリア支授は、国  

家的施策としての「ダブルキャリアサポート」とい  

う発想に集約されている。ダブルキャリアサポー  

トとは、現役中のファーストキャリアとそれに対  

する引退後のセカンドキャリアという発想では  

なく、現役中から引退後の生活を見据えて、ト  
つい  

レーニングと学業・職業を両立させるために対  

（double）にしてサポートしていくという発想に基  

づいている。国家がこのことを熱心に推進してい  

るため、アスリートも引退後の生活を真剣に考え  

る雰囲気がある。引退後の選手のアイデンテイ   
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ツに認定している。認定された各競技の連盟は  

ジュニア・シニア・エリートにカテゴリー分けし  

た「トップアスリート」をリストアップする。一度  

リストアップされると、国家・競技連盟・地方自  

治体などからトレーニングと勉強・あるいは職業  

を並行できる支援を受ける権利を持つことにな  

る。ジュニアのカテゴリーからトレーニングと勉  

強の支援を受けられるが、シニアになるとそこに  

資金援助が加わり、エリートになるとさらに職業  

の援助が加わる。こうしてリストアップされた  

トップアスリートのダブルキャリアを支援するた  

めの関連部局のネットワークを「フィリエ」と呼  

ぶ。   

この「フィリエ」のなかにポールという組織を  

設置することが各競技連盟に義務付けられてい  

る。ポールはトップアスリートがトレーニングす  

る施設を有し、同時に学業や職業の準備をできる  

条件を整えるものである。ほとんどの競技連盟  

のポールが大きな地方都市にあるCREPS（Centre  

rigionaldliducationphysiqueetdessports）と呼ばれ  

る集中トレーニング施設か、パリにある特別な  

CREPSであるrNSEP（InstitutNationalduSportet  

del－EducationPhysique：国立体育スポーツ研究所）  

にある。各競技連盟は、NSEP、CREPS、地域の  

大学、いずれの機関においてもダブルキャリアサ  

ポートが可能な条件が備わっているのであれば、  

どこにポールを設置しても良い。INSEPにはダブ  

ルキャリアのサポート条件が良く整っているの  

で、現在26の連盟がポールを置いている。INSEP  

ではアスリートの学業の面倒を見るコーディネー  

ターがつき、学業とトレーニングをうまく調整す  

る。選ぶ科目にもよるが、基本的にmSEP内で授  

業をする。fNSEPではバカロレアまでの教育を重  

視していて、すべてのアスリートがバカロレアを  

取ることを目標としている。INSEPでは850人の  

アスリートがトレーニングしながら勉強をしてい  

る。   

ハイレベル・スポーツに認められた各競技連  

盟は、ディレクター・テクニカル・ナショナル  

（DTN；DirectriceTechniqueNationale）、アントレー  

ナー（Entra‡neurNational）、技術コンサルタント  

（Consei11erTbchnique）、スイビ・ソシアル（Suivi  

Social）という、4つの役職を用意することを義務  

付けられる。これらの役職に就く人材の多くは  

競技関係者や体育教師などであり、身分は青年   

ティが、現役中のそれと一致するように、各競技  

連盟がアスリートの育成段階でダブルキャリアサ  

ポートを組み込んでいるのである。以下では、こ  

のダブルキャリアサポートについて概観してい  

く。   

フランスでは1960年代頃からスポーツへの国  

家の介入が始まった。スポーツは「若々しさ」や「ア  

クティブさ」を表象するようになり、それととも  

にトップアスリートを育成する体制が整えられて  

きた。やがてスポーツへの専心がセカンドキャリ  

アの問題と一致して語られるようになると、才能  

あるアスリートの発掘、効果的な育成のシステム  

が作り出されるだけでなく、アスリートのための  

バカロレア（大学人学資格）取得支援など、学校の  

アスリート向け学業部門が整備された。だがアス  

リートはより多くの時間をスポーツに割くように  

なり、80年代半ばまでセカンドキャリア問題へ  

の対策は現実的には政府や企業の暗黙の了解のも  

とで形式だけの雇用が行われていた。   

このような状況下で、1984年にスポーツ法が  

制定される。パリ第5大学のFouque教授は、この  

スポーツ法成立のきっかけにほスポーツと金の関  

係の緊密化の結果、各競技連盟の国家への影響力  

が強くなったことへの危機感を指摘する、つまり、  

そこで国家があらためてスポーツに関するガバナ  

ンスを撮ろうとしたのである。結果として、この  

スポーツ法制定によりセカンドキャリア支援につ  

いては、トップアスリートに対するダブルキャリ  

アサポートという形が取られトップアスリートに  

様々な特権が与えられるようになる。フランスオ  

リンピック委員会のGuichard氏はダブルキャリア  

サポートについて、「オリンピック委員会、各競  

技連盟、青年スポーツアソシエーション省（以下、  

青年スポーツA省と記す）、地方自治体、企業な  

ど、様々な関係部局が協力して良いシステムを作  

ろうという意志があった」と述べる。その方針は、  

単に青年スポーツA省や地方自治体が資金援助を  

行い、競技連盟がそれを運用するだけ、という単  

純な役割分担ではなく、より複雑なシステムを作  

ることであった。では、それはどのようなシステ  

ムなのだろうか。   

まず、そのシステムの特徴として「トップアス  

リート」を制度化していることが揚げられる。国  

家はオリンピック種目にラグビー、ゴルフなどい  

くつかの種目を加えた競技をハイレベル・スポー  
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スポーツA省の公務員である。Dmは、連盟会  

長により選ばれ、青年スポーツA省から任命され  

る。選手育成に関する最高責任者である。アント  

レーナーは、元トップアスリートであり、かつ国  

家試験を受けたナショナルコーチを指す。技術コ  

ンサルタントは、競技連盟のプロモーション活動  

を担っている。そして、以下本稿で注目するのは  

スイビ・ソシアルである。スイビ・ソシアルは競  

技連盟に所属するトップアスリートの様々な世話  

係である。社会保険の世話、心理面のサポート、  

学業のこと、職業のことなど、その他様々な面倒  

等、トップアスリートの競技生活外でのサポート  

を行っているのである。スイビ・ソシアルはダブ  

ルキャリアサポートの要であり、そのようにアス  

リートの将来の不安を取り除くことが、競技成績  

を伸ばすことにもつながっている。青年スポーツ  

A省のConstantini氏は「2006年トリノ冬季五輪で  

のフランス代表選手のメダリスト、あるいはファ  

イナリストはみなダブルキャリアで見通しが立っ  

ていた人たちだった」と述べている。スイビ・ソ  

シアルになるのに特別な資格は必要ないため、規  

模の小さい競技連盟ではDmが兼任することも  

ある。   

このように、フランスでは競技力向上とセカン  

ドキャリアの準備をダブルキャリアサポートとし  

て展開している。しかし、問題もいくつか指摘さ  

れている。Constantini氏は、DTNの中にもトレー  

ニング至上主義者はたくさんおり、ダブルキャリ  

アサポートに力をいれるかどうかは競技連盟次第  

であると指摘する。この各競技連盟間の差異につ  

いてFouque氏は「大規模な競技連盟と小規模な競  

技連盟との差、小規模な競技連盟間での差、人材  

の差、競技連盟の社会的重要度の差、各競技連盟  

と青年スポーツA省との関係の差などにより、ど  

の競技団体がどれだけの援助を受けているかが不  

透明である」と述べ、国家的施策としてのダブル  

キャリアサポートのあり方に批判的な立場を取っ  

ている。  

まとめにかえて   

本稿では、カナダ、オーストラリア、ドイツ、  

フランスの各国で、どのようなセカンドキャリア  

支援の体制が取られているのかに関する事例を報  

告してきた。本報告を通じ、セカンドキャリア支  

援は、どの国においても引退後のアスリートを対  

象にするのではなく、現役アスリートを対象にし  

ていることが明らかになった。しかし、いずれの  

国の支援もアスリートのスポーツキャリアの汎用  

性を高めることで、その社会文化的な価値を形成  

することを目指した支援というよりは、現役中か  

らの職業訓練のように、アスリート個人が引退後  

に困らないようにスポーツに専心することで不足  

しがちなスキルを補うための支援であると思わ  

れる蜘 。ドイツ国立スポーツ研究所所長のGeorg  

Anders氏は、次のように述べる。「周りの条件を  

すべて用意してあげて、そこにアスリートを当て  

はめるという方法では、長年のスポーツキャリア  

にもかかわらずアスリートが人間的に成熟するこ  

とはない。そのため、スポーツキャリアの社会的  

評価が下がる危険は可能性として考えられる。そ  

れは主体的に培ったスポーツキャリアではなく、  

『トップアスリートとして要求される』という形で  

のスポーツキャリアに過ぎないし、それでは人間  

として非常に特殊な期間を過ごしただけである」  

と。この指摘からは二つのことが考えられる。一  

つは、ただ不足したスキルを補うだけの支授では  

スポーツキャリアの汎用性を高めることにはなら  

ないということ、そしてもう鵬つは、アスリート  

を育成するということ自体が、ただトップアス  

リートになることへの「要求」（Fordemng）であっ  

てはならず、スポーツキャリアの価値を高めるこ  

とへの「支持」（F6rderung）という視点を持たなけ  

ればならないということである。アスリートのス  

ポーツキャリアの汎ノ剛生を高めていく「支持」に基  

づいた支授でなければ、スポーツキャリアの社会  

的評価が高まるものにはならない。トレーニング  

も日常生活も、全て周囲に世話されて、トップア  

スリートになる「要求」しか満たさなかったアス  

リートのスポーツキャリアは、スポーツ界だけで  

しか通用しない、汎用性をもたない特殊なキャリ  

アとみなされるので、結果的には、その社会的評  

価を下げることにつながりかねないと考えられる  

からである。   

本稿で取り上げた各国の支援事例では、トップ  

アスリートのスポーツキャリアそのものを文化  

的・社会的な価値を持つものとして、まさにス  

ポーツを通じ得た「知と技」を活かしたセカンド  

キャリアモデルとして開発するという視点が、い  

ずれの国においても見受けられなかった。しかし、  

Anders氏の指摘するように、実はアスリートが人   
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間的に成熟するような、スポーツキャリアの価値  

そのものを高める支援と、それに加えて支援成果  

が当該社会のスポーツキャリアに対する社会的評  

価を高めることにつながるようなスパイラル型の  

支授を開発する視点が必要ではないだろうか。そ  

うしてスポーツキャリアに対する社会的評価を高  

めていくことは、トップアスリートのスポーツ  

キャリアが汎用性を持つことにつながり、引退後  

のセカンドキャリアに活かされるのである。   

トロント大学のDonnelly教授は次のように述  

べる。「スポーツへの専心という経験によってス  

ポーツ以外の分野で役に立つ何かを得ることは、  

可能であると思われる。しかし、そのためにはア  

スリート自身がスポーツ経験のなかで得る様々な  

機会を、そのような機会であると認めることが必  

要である。例えばオリンピック選手になっても、  

大会のセレモニーなどに参加せずに競技の日程だ  

け現地入りするようなことがあるが、それでは  

せっかくの経験は限られたものになってしまうだ  

ろう。理想的なシステムは、世界中を転戦するア  

スリートの経験が、彼らの勉強として活かされる  

仕組みを作ることである。例えばスポーツ団体は  

遠征時の自由時間を増やしたりして、アスリート  

が海外で様々な人と交流する機会を作ることが必  

要である。その経験が社会資本を得ることにつな  

がるのである。アスリートが社会資本を得る機会  

は、スポーツ団体や家族が与えなければいけない」  

と。このDonnelly教授の発言は、Anders氏の指摘  

に対する一つの回答である。つまりこれは、海外  

を転戦するトップアスリートであればこそ獲得で  

きる社会資本があり、その機会を与えるような支  

援を行うことは、アスリートが人間的に成熟する  

一つの契機となるのではないか、という発想であ  

る。そして、そうしたアスリートならではの社会  

資本を持つことがスポーツキャリアの社会文化的  

な価値を形成することにつながるという、一つの  

見解として考えることができるだろう。これは、  

本研究に大いに示唆を与えるものであると考えら  

れる。  

付記   

本稿は、平成17年度体育研究科特別教育研究  

経費による「トップアスリートのセカンドキャリ  

ア支援教育のためのカリキュラム開発」プロジェ  

クト研究の一部である。  

注  

1）Blindeらの主張は、社会心理学のパースペク   

ティブが適応の困難の唯一の要因としてス   

ポーツ経験を取り上げてきたことが、無意識   

の内に考えうる要因の範囲を制限してきたこ   

とを問題とするものである。彼らはそれまで   

の研究に欠けていた構造的要因として年齢差   

別■人種差別・性差別などを指摘した。その   

間題意織は、スポーツ界の構造がこうした差   

別を隠蔽する傾向にあることであったと思わ   

れる㌔彼らの主張は本研究にとって示唆に富   

むものではあるが、本稿はこうした隠蔽の構   

造を指摘することが目的ではない。  

2）紙幅の都合によりここで詳細は述べないが、   

スポーツ社会学領域においても引退後の適応   

の困難を題材にした研究の蓄積はある。だが、   

管見では心理学的アプローチと同様に、問題   

をアスリート個人の問題として扱う研究がほ   

とんどであると思われる㌔  

3）本研究においてトップアスリートというとき、   

それが一体、誰のことを示しているのかとい   

う課題がある。スポーツ振興基本計画では、   

オリンピック等の国際舞台で活躍できる人材   

を「トップレベル競技者」として、そしてその   

トップレベル競技者とそれを目指す優れた資   

質を持つアスリートをあわせて「トップレベル   

競技者等」と定義する。しかし、本研究におい   

てこうした定義づけを行うことは、その是非   

も含めたところで慎重に議論されるべき課題   

であろう。なぜなら、拙速に定義づけを行う   

ことは、定義に合わないアスリートに対する   

想像力や配慮を欠くことにつながりかねない   

からである。  

4）なぜ調査を行った各国における支援が職業訓   

練的なものに留まっているのか、また、なぜ   

スポーツキャリアの価値を高めるような支援   

が行われていないかについて詳細に考察して   

いくことは、本研究の今後の課題である。  
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